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１．2026年３月期第１四半期の業績（2025年４月１日～2025年６月30日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 1,385 △65.9 △137 ― △69 ― 58 △84.7
2025年３月期第１四半期 4,062 27.1 489 133.1 549 111.7 380 113.6

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期第１四半期 41.46 ―
2025年３月期第１四半期 271.46 ―

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 15,151 8,979 59.3
2025年３月期 15,855 9,439 59.5

(参考) 自己資本 2026年３月期第１四半期 8,979百万円 2025年３月期 9,439百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 ― ― ― 240.00 240.00
2026年３月期 ―
2026年３月期(予想) ― ― 100.00 100.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2026年３月期の業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,000 △22.4 400 △74.4 570 △66.9 500 △59.1 356.20

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

青柳 匡穂
tamマーク



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2026年３月期１Ｑ 1,452,000株 2025年３月期 1,452,000株

② 期末自己株式数 2026年３月期１Ｑ 48,392株 2025年３月期 48,308株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年３月期１Ｑ 1,403,653株 2025年３月期１Ｑ 1,400,009株

(注) 期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、株式給付信託（BBT）にかかる信託口が保

有する当社株式33,825株が含まれております。

※ 添付される四半期財務諸表に対する公認会計士又は監査
法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた

っての注意事項等については、添付資料Ｐ3「業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善し、インバウンド需要や設備投資意欲が

継続する一方で、実質賃金の減少などから個人消費に減速の兆しが見られました。また、世界的な地政学リスク

の継続や、米国の通商政策の影響を背景に、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような経済情勢の下、当社は全社を挙げて業績の確保に努めましたが、生産機械部門における大型プロジ

ェクトの売上減少が大きく影響し、当第１四半期累計期間における業績は、売上高13億８千５百万円（前年同四

半期40億６千２百万円、65.9％減）となりました。

利益面では、原価率は改善しましたが減収の影響が大きく、営業損失１億３千７百万円（前年同四半期営業利

益４億８千９百万円）、経常損失６千９百万円（前年同四半期経常利益５億４千９百万円）、四半期純利益５千

８百万円（前年同四半期３億８千万円、84.7％減）となりました。

なお、四半期純利益には、政策保有株式の一部売却に伴う利益が含まれております。

各セグメント別の業績は次のとおりであります。

包装機械部門におきましては、競合他社との価格競争などによる厳しい事業環境ながら、菓子食品業界を中心

に継続する自動化需要を取り込み、当部門の売上高は８億８千６百万円（前年同四半期６億１千７百万円、43.5

％増）となりました。セグメント利益は、効率化や価格転嫁が進んだものの、高止まりする原材料価格の影響に

加え、積極的な営業活動・開発投資に伴い販売費・一般管理費が増加し、１億４百万円の損失（前年同四半期１

億３千２百万円の損失）となりました。

生産機械部門におきましては、海外特定顧客向け大型プロジェクトの需要が近年の水準から落ち着いたことに

加え、一部計画の延期なども重なり、売上高４億９千９百万円（前年同四半期34億４千４百万円、85.5％減）、

セグメント利益１億１千７百万円（前年同四半期７億８千７百万円、85.1％減）となりました。

また、共通費は１億５千万円（前年同四半期１億６千６百万円、9.6％減）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

（資産）

流動資産は、前事業年度末に比べて5.5％減少し、93億２千万円となりました。これは、現金及び預金が８億

３千６百万円、仕掛品が２億２千６百万円それぞれ増加したのに対し、受取手形、売掛金及び契約資産が８億８

千２百万円、電子記録債権が４億８千７百万円それぞれ減少したことなどによります。

固定資産は、前事業年度末に比べて2.8％減少し、58億３千万円となりました。これは、投資その他の資産の

「その他」に含まれるその他の投資が８千万円増加したのに対し、投資有価証券が２億８千６百万円減少したこ

となどによります。

この結果、総資産は、前事業年度末に比べて4.4％減少し、151億５千１百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前事業年度末に比べて4.2％減少し、39億３千４百万円となりました。これは、前受金が３億９

千１百万円、賞与引当金が１億２千万円それぞれ増加したのに対し、未払法人税等が３億４千万円、電子記録債

務が２億６千４百万円それぞれ減少したことなどによります。

固定負債は、前事業年度末に比べて3.1％減少し、22億３千７百万円となりました。これは、退職給付引当金

が１千９百万円増加したのに対し、繰延税金負債が７千７百万円減少したことなどによります。

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて3.8％減少し、61億７千１百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前事業年度末に比べて4.9％減少し、89億７千９百万円となりました。これは、利益剰余金が

２億８千６百万円、その他有価証券評価差額金が１億７千２百万円それぞれ減少したことなどによります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

業績予想につきましては、2025年５月14日に公表いたしました2026年３月期通期の業績予想に変更ありませ

ん。



㈱東京自働機械製作所(6360) 2026年３月期 第１四半期決算短信(非連結)

－4－

２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2025年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,684,314 4,520,852

受取手形、売掛金及び契約資産 2,627,213 1,744,803

電子記録債権 681,097 193,800

商品及び製品 601,342 769,741

仕掛品 1,602,171 1,828,361

原材料及び貯蔵品 18,320 18,678

その他 700,555 298,355

貸倒引当金 △54,873 △53,760

流動資産合計 9,860,141 9,320,833

固定資産

有形固定資産

建物 1,884,292 1,907,089

減価償却累計額 △1,587,116 △1,595,114

建物（純額） 297,175 311,974

構築物 228,834 228,834

減価償却累計額 △220,241 △220,458

構築物（純額） 8,593 8,376

機械及び装置 1,415,417 1,411,024

減価償却累計額 △1,371,173 △1,369,056

機械及び装置（純額） 44,244 41,967

車両運搬具 8,479 8,479

減価償却累計額 △8,479 △8,479

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 259,160 259,806

減価償却累計額 △224,954 △227,702

工具、器具及び備品（純額） 34,206 32,104

土地 1,512,578 1,512,578

リース資産 378,006 359,484

減価償却累計額 △190,049 △182,369

リース資産（純額） 187,956 177,114

建設仮勘定 ― 27,940

有形固定資産合計 2,084,755 2,112,055

無形固定資産 32,657 30,669

投資その他の資産

投資有価証券 2,891,296 2,604,685

関係会社株式 14,093 14,093

その他 1,073,100 1,169,431

貸倒引当金 △100,095 △100,095

投資その他の資産合計 3,878,394 3,688,115

固定資産合計 5,995,807 5,830,841

資産合計 15,855,948 15,151,674
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(単位：千円)

前事業年度
(2025年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2025年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 437,570 335,901

電子記録債務 618,305 353,344

1年内返済予定の長期借入金 79,550 73,300

リース債務 44,048 40,433

未払法人税等 373,674 32,852

前受金 1,598,988 1,990,056

賞与引当金 581,000 701,703

品質保証引当金 80,154 60,722

その他 294,506 346,630

流動負債合計 4,107,799 3,934,945

固定負債

長期借入金 807,600 792,400

リース債務 138,132 129,248

退職給付引当金 1,070,314 1,089,955

役員株式給付引当金 43,886 46,084

繰延税金負債 138,893 61,405

その他 109,795 117,913

固定負債合計 2,308,622 2,237,007

負債合計 6,416,422 6,171,953

純資産の部

株主資本

資本金 954,000 954,000

資本剰余金 456,280 456,280

利益剰余金 6,506,562 6,219,753

自己株式 △83,359 △83,657

株主資本合計 7,833,483 7,546,376

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,606,042 1,433,344

評価・換算差額等合計 1,606,042 1,433,344

純資産合計 9,439,525 8,979,721

負債純資産合計 15,855,948 15,151,674
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

売上高 4,062,097 1,385,173

売上原価 3,055,592 1,005,389

売上総利益 1,006,504 379,784

販売費及び一般管理費 516,982 517,411

営業利益又は営業損失（△） 489,522 △137,626

営業外収益

受取利息 0 ―

受取配当金 31,011 43,031

受取賃貸料 42,314 42,655

雑収入 7,986 4,432

営業外収益合計 81,312 90,119

営業外費用

支払利息 2,599 3,632

不動産賃貸費用 15,925 16,800

雑支出 2,553 1,594

営業外費用合計 21,078 22,027

経常利益又は経常損失（△） 549,756 △69,534

特別利益

投資有価証券売却益 ― 152,082

特別利益合計 ― 152,082

税引前四半期純利益 549,756 82,547

法人税等 169,715 24,352

四半期純利益 380,040 58,195
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

包装機械 生産機械 合計
調整額
(注)１

四半期損益計算書

計上額

(注)２

売上高

外部顧客への売上高 617,647 3,444,450 4,062,097 ― 4,062,097

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 617,647 3,444,450 4,062,097 ― 4,062,097

セグメント利益
又は損失（△）

△132,114 787,670 655,555 △166,032 489,522

(注) １. セグメント利益又は損失の調整額△166,032千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない総

務部・ＣＳ部等管理部門の人件費・経費等であります。

２. セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 2025年４月１日 至 2025年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

包装機械 生産機械 合計
調整額
(注)１

四半期損益計算書

計上額

(注)２

売上高

外部顧客への売上高 886,097 499,075 1,385,173 ― 1,385,173

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 886,097 499,075 1,385,173 ― 1,385,173

セグメント利益
又は損失（△）

△104,614 117,151 12,536 △150,163 △137,626

(注) １. セグメント利益又は損失の調整額△150,163千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない総

務部・ＣＳ部等管理部門の人件費・経費等であります。

２. セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

前第１四半期累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

減価償却費 28,758千円 26,920千円
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独立監査人の四半期財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年８月８日

株式会社東京自働機械製作所

取締役会 御中

東 陽 監 査 法 人

東 京 事 務 所

指定社員

業務執行社員
公認会計士 安 達 則 嗣

指定社員

業務執行社員
公認会計士 大 橋 睦

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社東京自働機械製作所の2025年４月１日から

2026年３月31日までの第77期事業年度の第１四半期会計期間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）及び第１四半

期累計期間（2025年４月１日から2025年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期

損益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表

等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、

四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用さ

れる規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要

な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める

記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期

財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基

準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成さ

れていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確

実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を

表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び

我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


